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１．　は　じ　め　に

　我が国の農村地域は，農業就業人口の大幅な
減少と高齢化，それに伴う耕作放棄地の増加と
いったさまざまな問題を抱えている。国は１９９９
年の食料・農業・農村基本法の制定後，我が国
の農業の持続的な成長を図るためにやる気と能
力のある農業者に対して集中的な支援を行う
「攻めの農政」に転換した。中山間地域面積が県
土の４分の３を占め，小規模零細農業者の占め
る割合が多い広島県も，２０００年３月に「広島県
新農林水産業・農山漁村活性化行動計画」を策
定し，企業的経営体の育成としての集落農場型
農業生産法人（以下「集落法人」と言う。）の法
人化設立支援を積極的に展開している。２０１０年
１２月末現在で設立した集落法人は，２０３法人１）

と全国一の法人数となっている。
　筆者はこれまで，集落法人の設立を「起業」
と捉え，集落法人の持続的競争優位について事
例研究を行ってきた。研究を進める中で，集落
の存続や農地保全といった社会的課題に取組み
ながら経営の存続を図る集落法人を「社会的企
業」として捉え，「企業における持続的競争優位
が社会的企業である集落法人においても成り立

つか」の研究を進めた。そして，設立後３年以
上の広島県内の集落法人を対象に事前調査を実
施した２）。調査分析の過程で，集落法人の３期
分の営業利益の平均値を基準として，営業利益
が増加した法人と減少した法人に分類し検討し
た。検討の結果，営業利益が増加した法人ほど，
社会的企業として存続するために，面積拡大や
積極的な女性の活用等，営業利益獲得に向けた
積極的な経営姿勢を持つことが明らかとなった。
　本論は，事前調査での成果及び課題を踏まえ
て実施した広島県内の全集落法人を対象とした
悉皆調査の結果から，法人設立後の意識に関す
る考察を行ったものである。

２．　社会的企業の定義

　最初に，本論で用いる「社会的企業」につい
て定義を行う。
　近年，少子高齢化の進展や，人口の都市部へ
の集中等から，農村部においても農業従事者の
減少と耕作放棄地の拡大といった社会的課題が
顕在化している。これらの課題は，就労環境や
ライフスタイルの変化から質的にも多様化して
おり，すべてを行政が解決することは困難な状
態となっている。
　１９９０年代から英国を中心に欧米各国で，社会
的企業や社会的起業家，ソーシャルビジネス等
と呼ばれる地域の社会的課題をビジネスとして
事業性を確保しながら自ら解決しようとする活
動が注目され，行政との連携も図られている。
　我が国でも２００７年９月から，経済産業省が
ソーシャルビジネス研究会３）を開催し，ソー
シャルビジネスが社会的課題を解決し地域社会
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や経済の活性化を担う役割と，成長への課題及
び支援策について検討された。検討の結果，当
研究会は以下の３つの要件を満たす主体をソー
シャルビジネスとして定義しており，本論にお
いてもこれを社会的企業の定義として用いるこ
ととする。
①社会性：社会的課題への取組みが事業活動

のミッションであること。
②事業性：上記のミッションをビジネスの形

で継続的に事業活動を進めていく
こと。

③革新性：新しい社会的商品・サービスや，
それを提供するための仕組みを開
発したり，活用したりすること。

　水田農業主体の集落法人経営に関する既往研
究を整理してみると，研究者の見解が借地型経
営によって規模拡大を図る担い手を重視するも
のと，集落等の地縁関係をベースとして集落法
人の育成を重視するものに二分される４）。前者
は，企業的経営の手法を用いることで最終的に
は借地を通じた借地型経営の育成・展開を重視
した研究であり，人的資源管理的な手法を用い
て経営管理を検討する領域や，集落法人の収益
性や生産性といった経営分析の領域に派生して
いる。後者は，伝統的な集落社会の平等主義と
相互扶助を基に運営される集落法人が，組織化
の発展につれて表面化する地縁的な平等主義と，
貢献度に応じた利益配分との間での「内部矛盾」
の解決へと研究領域は派生している。
　さらに，広島県内の集落法人に関する研究に
絞ってみると，高橋［２００３］は，集落法人の農
業の継続・発展に向けた活動は地域農業におけ
る経済的・社会的役割を果たしてきたと述べる。
棚田［２００７］は，一般的に集落法人は地域ぐる
みの稲作維持・農地保全を基本理念として設立
されるものであるとし，板橋［２００８］は，集落
法人の多くの経営目標は，「集落の農地保全」や
「住みよい集落環境の創造」といった地域と農地

を守るための仕組み作りという側面がきわめて
強く先行していると論じている。
　また，広島県の集落法人設立支援は，集落内
の農地集積による地域農業の存続を目的として
推進しており，市町村長から農業経営改善計画
の認定を受けた特定法人５）であることが，集落
法人としての認定条件となっている．
　これらの既往研究や広島県の施策から集落法
人の多くは，①農地の保全や集落の存続という
社会的課題に取組むことを目的として②継続的
な経営活動を行っており，また，③法人化に
よって企業的経営という革新的な仕組みを構築
したと言えよう。これは，先述したソーシャル
ビジネス研究会の定義に該当するものと考えら
れる。

３．　研究対象（広島県内の集落法人）の概
要

　ここでは，本論の研究対象である広島県内の
集落法人について概説する。

３．１　広島県農業の概要

　広島県は，中山間地域面積が県土の４分の３
を占め，地形的には急斜面の水田が多い。２００５
年農林省センサスによると，広島県のけい畔率
は９.２％（全国平均４.１％）で全都道府県のうち
４番目にけい畔率が高い。農家１戸当たりの平
均耕地面積は ８１ a（都府県平均約 １２１ a）と低
く小規模零細でありながら，県内の耕作放棄地
の合計面積は約１０,７００ ha（全国合計約 ３８５,８００ 
ha）であり，年々増加している。
　また，広島県の基幹的農業従事者（販売農
家６））に占める６５歳以上の割合は約７３％（全国
平均約５７％）で，全都道府県のうち４番目に高
い割合となっている。
　県内には，農地を集約し規模拡大を図る農家
も一部存在するが，多くの農家は農業従事者の
減少と高齢化から，個別での対応は限界に近づ
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いており，組織的な取組みが求められる状況に
ある。

３．２　集落法人の分類

　集落法人は，農地の所有者から農地を借りて
農業経営を行うことから，農地法７）で規定され
る「農業生産法人」である。農業生産法人の要
件として法人の形態は，農業協同組合法で規定
される農事組合法人８），有限会社，合名会社，
合資会社，株式会社に限定される。
　また，広島県は，県内の集落法人を運営形態
の違いから，全戸参加型法人とオペレーター中
心型法人に分類している。全戸参加型法人は，
兼業農家の組合員が主体であり，作業能力の高
い組合員がオペレーターとして休日を中心に農
作業を行い，高齢者や女性の組合員は軽作業中
心に活動を行う。オペレーター中心型法人は，
一部の作業能力の高い専業農家がオペレーター
として主要な作業を行う集落法人である。広島
県は全戸参加型法人の割合が高く，詳しくは次
節で述べるが，本論における調査対象法人１５７法
人では，全戸参加型法人が１１７法人（約７４.５％）
でオペレーター中心型法人が４０法人（約２５.５％）

と分類される。

３．３　集落法人の経営状況

　平均的な経営状況をみると平均経営面積は約 

２８ haで，平均組合員数は４０人である。売上高
の約７９％が米の販売収入によるものであり，生
産者米価が低迷する中，米に依存した収益構造
の見直しが最重要課題となっている。
　図１のとおり，約２２百万円の売上高に対して
営業収益は３,８５７千円の赤字であり，産地づくり
交付金や中山間地等直接支払制度等の補助金等
による営業外利益によって，経常利益を７６５千
円計上している。法人会計としてみると利益額
は大きくないものの，オペレーター労務費や支
払地代，けい畔管理の作業受託等として約１３百
万円は組織員への支払いである。

４．　アンケート調査結果の考察

４．１　事前調査における発見事実と課題

　２００９年３月～４月に，広島県内の集落法人で
設立後３年以上の７５法人を対象に事前調査を実
施し，５７法人（回収率７６.０％）の回答を得た。
本節では，調査分析の過程で，集落法人ごとの
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図１　２００７年度集落法人の損益計算書の平均値



３期分の営業利益の平均値を基準として，営業
利益が増加した法人（以下「増加法人」と言
う。）と減少した法人（以下「減少法人」と言
う。）に分類し検討した中で，社会的企業に関す
る発見事実について概説する。
　表１のとおり，３つの分析軸によって発見事
実を説明する。
　分析軸１では，社会的企業や外部環境，経営
ノウハウ等の経営課題を「営業利益増加への重
要度」と，「集落法人としての問題意識」の２軸
で評価した。社会的企業は，増加法人及び減少
法人ともに営業利益増加への重要度は高い値を
示し，社会的企業であることへの問題意識が高
いのは増加法人であった。
　分析軸２では経営の将来構想を，分析軸３で
は女性の活用について両者を比較したところ，
社会的企業への問題意識が高い増加法人の方が，
社会的企業として経営を存続させるために面積
の拡大による積極的な経営姿勢を持ち，女性の
活用についても積極的であることが判明した。
　しかし，法人化の目的として重要視している
社会的課題の細分化と，それらの法人化による
達成度の比較がなされていないことが課題とし
て残されたことから，本アンケート調査を実施
したものである。

４．２　調査内容

　予備調査での課題を踏まえて，広島県内の集
落法人が，「社会的企業」として持続的に成長し

ていくための競争優位の源泉を明らかにするこ
とを目的として，以下の調査を実施し，分析及
び考察を行った。
①実施機関：広島経済大学山本研究室が，広

島県農林水産局及び広島県集落
法人連絡協議会の協力を得て実
施。

②調査対象：水田農業を主体とした土地利用
型農業であって，２００９年度に営
農活動の実績がある広島県内の
１５７集落法人。

③調査時期：２０１０年７月～９月。
④調査方法：代表理事等の法人全体を把握し

た役員への聞き取り調査法。
⑤調 査 票：質問数６０問（主な質問項目は，

社会的企業としての意識，売
上・利益，生産物，マーケティ
ング，経営課題，人的資源，将
来構想等）。

⑥回　　収：悉皆調査であり回収率１００％。
うち有効回答率９５.５％（１５０
票）。

４．３　単純集計

　本論はこの調査の中で，法人設立後の意識に
関する調査項目を中心に考察を行うものである。
最初に単純集計の結果から検討を行い，続いて
全戸参加型法人とオペレーター中心型法人を分
析軸としたクロス集計によって考察を進める。

36 広島経済大学経済研究論集　第３４巻第１号

表１　予備調査における発見事実

営業利益減少法人営業利益増加法人

社会的企業を重要視する意識が増加法
人ほど高くない。

社会的企業であることを重要視してい
る。経営課題の重要度分析軸１

社会的課題解決のために法人化したも
のの，経営を存続するには利益獲得が
必要と消極的な経営姿勢をもつ。

社会的企業として存続するために，面
積拡大への意識が高く積極的な経営姿
勢をもつ。

経営の将来構想分析軸２

女性の活用は増加法人ほど高くはない。社会的課題として積極的に女性を活用
する。女性の活用分析軸３



４．３．１　法人化への評価

　法人設立に対する総合的な評価として，法人
化したことへの満足度に関する質問をしたとこ
ろ，図２のとおり「満足している」との回答が
約９０.７％と大変高い値を示した。法人化したこ
とへの満足度がとても高いことから，「法人化し
たことによって，法人が今の状態でどの程度存
続することができるか」という設問に対しても，
図３に示されるように約５８.７％が１０年以上，約
３４.７％が５年以上１０年未満の存続が可能だろう
と回答している。全国的な問題となっている耕
作放棄地の拡大や集落機能の崩壊が，法人化し
たことで５年以上は防ぐことができるだろうと
９割以上が認識しており，この値からも高い満
足度が示されていると考えられる。
　図４は，法人化したことへの満足度をさらに
細分化した設問であり，それぞれの項目が法人
化によって達成されたかを表している。例えば
「農地の保全」については，約９８.０％とほぼすべ
ての法人が法人化によって達成されたと回答し
ており，最も高い値を示している。これに「コ
スト低減」や，集落が元気になったことを示す
「集落の活性化」，「女性・高齢者の活用」の順に
高い値を示した回答が続く。
　広島県は，高齢化と後継者不足によって農業

従事者が減少し，耕作放棄地が増加する農村集
落において，集落内の農地を一つにまとめ担い
手に集積することで，効率的でかつ将来にわ
たって継続可能な地域営農を実現するために集
落法人の設立を推進してきた。また，法人化に
よって，女性や高齢者を有効に活用する役割分
担が進み，集落の活性化へと繋がる。集落が活
性化することで，集落外へ通勤する勤労者や，
集落から都市部へ転居した構成員も営農活動に
参加するようになると想定している。
　広島県の想定したとおり，法人化によって農
地の保全や，コスト低減，集落の活性化，女
性・高齢者の活用が達成され，そのことが法人
化したことへの満足度の高い値に繋がっている
と推測される。広島県内の集落法人の多くは，
過疎化した集落や耕作放棄地が増えた農地を守
ることを最大の目的として設立されている。予
備調査でも明らかになったように，法人設立後
は設立の目的を達成するためにも，法人経営を
存続していかなければならない。それらの意識
から，今回の調査で農地保全と，コスト低減に
よる経営の安定化に対する満足度を示す値が，
特に高い数値となったものと考えられる。
　しかし，農業以外で働く集落内の勤労者が法
人の営農活動へ参加するようになったと回答し
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図３　法人化による法人の維持年数図２　法人化への満足度



た法人は約４３.３％であり，都市部へ転居した構
成員が週末に帰って営農するようになったとの
回答は約１６.７％でしかない。以前から兼業農家
として営農してきた構成員は，法人化によって
担い手となっており，これまで営農活動をして
いなかった構成員が法人化したことで農業に携
わるまでには至っていないと考えられる。
４．３．２　法人運営へ取組む姿勢

　図５は，集落法人の役員が社会的企業として
の意識を持って法人を運営しているかを示した

ものである。先述したように，農地及び集落を
守ることを目的に設立した法人であることから，
役員が農地やため池，水路，里山等の集落周辺
の自然環境の保護や，構成員間の交流を図るこ
とを常に意識しながら法人を運営していること
を現す設問への回答が高い値を示している。
　地元の小学生や未就学児童を招いて田植えや
稲刈り等の体験学習を開催する法人や，猪や鹿
等の鳥獣害や病害虫を防ぐためにも荒れた耕作
放棄地や水路，農道等の草刈りを構成員が共同
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図４　法人化によって得られた効果への意識

図５　法人運営における役員の意識



で行い，里山風景の復活を図る法人は多い。
　一方で，集落内の祭りや冠婚葬祭等の地縁・
血縁の繋がりも含めた地域文化の保護に関する
回答が若干低い値を示している。考察の結果，
全戸参加型法人とオペレーター中心型法人に
よって集落内でのムラ的な組織に対する関わり
方が異なることが判明した。次節のクロス集計
によって詳しい検討を行う。

４．４　クロス集計

　前節では，法人設立に対する意識を単純集計
から検討した。本節では，全戸参加型法人とオ
ペレーター中心型法人によって意識に差異が生
じるかをクロス集計によって分析し，違いが生
じた項目について検討を行う。
　先述したように全戸参加型法人は，企業や役
所等への勤労者や年金生活者による兼業農家の
構成員が主体であり，作業能力の高い構成員が
農業機械のオペレーターとして休日を中心に農
作業を行い，高齢者や女性の組合員は軽作業を
中心に活動を行う。オペレーター中心型法人
は，一部の作業能力の高い専業従事者が農業機
械オペレーター等の主要な農作業を行う集落法
人である。
　このことから，本論においてオペレーター中
心型法人は，６０歳未満の専業で農作業に従事す
る常時従事者もしくは常時雇用者が１名以上存
在する法人と定義する。定義を用いて分類する
と，本論における調査対象法人１５７法人では，全
戸参加型法人が１１７法人（約７４.５％）でオペレー
ター中心型法人が４０法人（約２５.５％）となる。

４．４．１　法人化への評価

　表２は法人化によって得られた効果を担い手
型法人と全戸参加型法人でクロス集計したもの
である。なお，「農地保全」に関する設問は，ほ
ぼすべての法人が達成されたと回答しているこ
とから，集計からは除いている。
　女性・高齢者の活用については，担い手中心
型が全戸参加型よりも高い値を示している。専
業の構成員や雇用者が企業的な法人経営を進め
る中で，女性や高齢者が活用できる野菜の収穫
や出荷作業等の補助業務を設定し実行している。
全戸参加型よりも迅速な意思決定と実行力があ
るものと推測される。
　一方で，全戸参加型法人が高い評価を回答し
ている設問として，コスト低減及び，集落活性
化，集落内の営農参加が挙げられる。これらに
ついて順に検討を行う。
　１点目はコスト低減である。担い手中心型法
人設立の経緯は概ね２つに分類される。集落内
の他農家が所有する農地の小作や作業受託を受
けながら営農していた専業農家が，集落内が高
齢化や後継者不足によって立ちゆかなくなり，
集落の総意として集落内の農地の営農を依頼さ
れて法人化したものと，設立当初は全戸参加型
法人であったが，構成員の高齢化等によって法
人内の人材では営農が困難となり，外部からの
常時雇用者に作業従事してもらうものである。
このうち，前者については，法人化以前から専
業農家としてスケールメリットを活かした企業
的な経営を行っており，法人化したことが大き
なコスト低減に繋がるわけではない。これらに
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表２　法人化によって得られた効果への意識

集落内の営農参加週末帰農・Ｕターン女性・高齢者の活用集落活性化コスト低減

いいえはいいいえはいいいえはいいいえはいいいえはい

７１.１％２８.９％７８.９％２１.１％３４.２％６５.８％２８.９％７１.１％２０.５％７９.５％担 い 手 型

５０.９％４９.１％８４.５％１５.５％３７.６％６２.４％２１.８％７８.２％１１.２％８８.８％全戸参加型

５５.３％４３.３％８２.０％１６.７％３６.０％６２.０％２３.３％７５.３％１３.３％８４.０％合　計



該当する法人が存在することから，全戸参加型
よりも低い値を示したものと推測される。
　２点目は集落の活性化である。相互扶助に
よって集落の課題を解決しようと法人化した全
戸参加型法人は，自らも兼業農家のリーダーを
中心に高齢者や女性も含めて，それぞれの能力
に応じて構成員間で協力して農作業や周辺環境
の整備を行い農地や集落を守りながら法人を経
営している。これらの活動を進めることで構成
員間の交流が深まり，それが集落の活性化に繋
がっていると考えられる。
　３点目は集落内の営農参加である。２点目で
も述べたとおり，全戸参加型法人が組合員間の
協力によって法人を運営していくことで，構成
員間の交流が深まり集落の活性化へと繋がる中
で，これまで集落内の活動を親の世代に任せて
いた子供世代が，営農を中心とした地域の活動
に加わるようになってきたことが現れたものと
推測される。反対に担い手中心型法人は，補助
的な業務に女性や高齢者が従事することはあっ
ても，農業機械のオペレーターに代表される主
要な業務は専業の構成員や雇用者が中心となっ
て実施していることから低い数値を示したもの
と推測される。
４．４．２　法人化運営へ取組む姿勢

　表３は，法人運営における役員の意識をクロ
ス集計したものである。
　全戸参加型法人が高い評価を回答している設
問として，構成員間の交流と地域文化の保護，
が挙げられる。先述したように，相互扶助に

よって集落の課題を解決しようと法人化した全
戸参加型法人は，リーダーを中心として構成員
間で協力することで農地や集落を守りながら法
人を経営していることから，役員が常に構成員
間の交流を意識しながら活動していることが証
明されたと考える。同様に，集落内の繋がりは
集団的土地利用を目的とした集落法人の活動だ
けでなく，水利権や自治活動，相互扶助，地縁，
血縁等のムラ的な社会関係と関わらざるを得な
い状況にある。全戸参加型法人のリーダーは，
集落法人の運営だけでなく，複雑に絡み合った
地域のムラ的な社会関係を残していくことも意
識しながら活動していることが明らかとなった。
　一方で担い手中心型法人は，自然環境保護に
関する意識が高い値を示している。担い手中心
型法人は専業農家を中心に積極的な法人経営に
取り組んでいることから，農村環境を守り，環
境にやさしい先進的な営農活動を支援する「農
地・水・環境保全向上対策」９）事業に代表され
るような国や県の農業支援策の活用に前向きで
ある。また，このような化学肥料や農薬の使用
量を減らした環境保全への取組みを，安心・安
全な農産物の供給という消費者への訴求点とす
ることで存続的な経営に努めている。すなわち，
自然環境の保護という社会的課題に取組みなが
ら，その活動自体を自身の強みにもしてしまう
のである。
　また，小作や作業受託を請け負う専業農家が
法人化した担い手中心型法人の中には，広範囲
の集落から小作や作業受託等を請け負っている
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表３　法人運営における役員の意識

地域文化保護自然環境保護構成員間の交流

意識 
しない

潜在的に意
識している

常に意識
している

意識 
しない

潜在的に意
識している

常に意識
している

意識 
しない

潜在的に意
識している

常に意識
している

４３.６％ ７.７％４８.７％１５.０％ ７.５％７７.５％２８.２％ ７.７％６４.１％担 い 手 型

２０.９％２２.７％５６.４％１１.８％１８.２％７０.０％ ４.５％２０.９％７４.５％全戸参加型

２６.７％１８.７％５４.０％１２.７％１５.３％７２.０％１０.７％１７.３％７１.３％合　計



法人も存在する。このような法人は，全戸参加
型法人で説明した地域のムラ的な社会関係と関
わることなく営農活動を行っており，そのこと
が地域文化保護の値を低くしているものと推測
される。

５．　お　わ　り　に

　本論では社会的企業として捉えた広島県の集
落法人を対象にアンケート調査を行い，この調
査の中で，法人設立後の意識に関する調査項目
について考察を行った。

５．１　単純集計の検討から

　集落の存続や農地保全を目的として設立され
た集落法人のほとんどが，法人化したことに対
して満足していることが判明した。特に法人設
立における本来の目的であった「農地の存続」
が達成できたことに対する満足度が最も高いこ
とが明らかとなった。
　また，社会的企業の定義では，集落の存続や
農地保全といった社会的課題への取組みの重要
性とともに，そのミッションを持続的に存続さ
せるためにビジネスとして事業活動を行うこと
が提唱されている。本調査結果から，法人化に
よって現状のままで５年以上は継続できるとの
回答が９割を越えた。このことから，多くの法
人が社会的課題への取組むためにも，経営の存
続に向けたコスト低減等の経営努力を行ってお
り，その成果が継続への評価に繋がったものと
推定される。

５．２　クロス集計の検討から

　全戸参加型法人と担い手中心型法人のクロス
集計の結果，法人のタイプごとの社会的企業に
関する意識の特徴を発見することができた。表
４はクロス集計の考察結果をまとめたものであ
る。
　相互扶助によって集落課題の解決を図るため
に法人化した全戸参加型法人は，構成員一人ひ
とりが貴重な人材であり，それぞれの能力を活
用することで営農活動を行っている。このこと
から，リーダーである役員は，意識的に構成員
間の交流が図られるように活動している。その
結果として，集落が活性化しているとの回答と
なって現れている。また，副次的な効果として，
集落内の構成員でありながら法人化するまでは
営農活動を行わなかった企業等への勤労者が，
集落が活性化したことによって営農に参加する
ようになったとの回答が半数近くを示している。
　一方で全戸参加型法人の特徴として，集落法
人の運営だけでなく，複雑に絡み合った地域の
ムラ的な社会関係を残していくことも意識しな
がら活動していることが判明した。
　担い手中心型法人は，専業農家を中心に積極
的な経営を行う法人であることから，社会的課
題に対する意識の多くは全戸参加型法人よりも
低い値を示している。しかし，自然環境保護に
対する意識は全戸参加型法人よりも高い値を示
す。これは，自然環境保護を社会的課題として
取り組む姿勢ももちろんであるが，外部環境と
しての行政の施策動向を掴み，積極的に活用し
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表４　クロス集計の考察結果

担い手中心型法人全戸参加型法人

女性・高齢者の活用について高い値を
示す。全戸参加型よりも迅速な意思決
定と実行力があると推測される。

集落内の相互扶助の結果，集落が活性
化される。副次的に集落内の勤労者が
営農活動へも参加するようになる。

法人化で得られた
効果への意識分析軸１

自然環境保護への取組みを自法人の強
みとしても活かそうと意識しながら運
営している。

構成員間の交流や，ムラ的な社会関係
の存続を常に意識しながら法事を運営
している。

法人運営における
役員の意識分析軸２



ていることが特徴的である。また，環境にやさ
しい法人であることを強みとすることで，消費
者に対する販路開拓等を行っていることも判明
した。
　以上のように，集落法人のタイプによって社
会的企業に対する性格の違いを発見することが
できたと考えられる。
　本考察の結果，社会的企業の中で，集落法人
のタイプによる違いを分類化することが課題と
して残された。
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注

１）　広島県農林水産局農業活性化推進課［２０１１］。
２）　山本［２０１０］。
３）　経済産業省［２００８］。
４）　山本［２０１１］１１２～１１４頁。
５）　農業経営基盤強化促進法第１２条。
６）　経営耕地面積が３０アール以上又は調査期日前１年
間における農産物販売金額が５０万円以上の農家。

７）　農地法第２条第７項。

８）　農業協同組合法第２章の２。
９）　農林水産省［２００７］。
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